
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

500 ○ 管理経費

分野別目標 4 ○ 法定受託事務

政 策 5

施 策 2

取 組 2

継続 主な事務事業

H9

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 中西達彦　435-1082 いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

2,329 2,326 84 84 12,386 10,473 28 41

- - -96.4% 14645.2% 46.4%

6,363 7,783 7,783 3,606 3,606 7,488 8,837 8,837

5,188 5,005 5,005 2,869 2,869 2,422 1,607 0

11,551 12,788 12,788 6,475 6,475 9,884 10,444 8,837

12,277 10,364

2,329 2,326 84 84 109 109 28 28
0.83 1.02 1.02 0.47 0.47 0.99 1.19 1.19

1.48 1.52 1.52 1.31 1.31 0.96 0.76 0

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値 1

実績値 1

全体目標値 2 全体目標達成度 50.0% 年度別達成度 Ａ

年度目標値 895

実績値 895

全体目標値 895 全体目標達成度 100.0% 年度別達成度 100.0%

年度目標値 0

実績値 0

全体目標値 0.65 全体目標達成度 50.7% 年度別達成度 100.0%

年度目標値 3,222

実績値 2,554

全体目標値 3222 全体目標達成度 79.3% 年度別達成度 79.3%

単位

0.99

実
施
内
容

太田・黒田地区一部地域の住
居表示実施事務。付定及び証
明等発行事務。住居表示板交
付、管理事務

住居表示実施区域における住
居番号の付定及び証明等発行
事務。住居表示板交付、台帳
等管理事務

住居表示実施区域における住
居番号の付定及び証明等発行
事務。住居表示板交付、台帳
等管理事務。街区表示板取替
え業務委託

住居表示実施区域における住居
番号の付定及び証明等発行事
務。住居表示板交付、台帳等管
理事務

住居表示実施区域における住
居番号の付定及び証明等発行
事務。住居表示板交付、台帳
等管理事務

事
業
費
 
千
円

主な予算内訳 消耗品費　41千円

国庫支出金

2,422人件費

常勤職員

非常勤職員

平成25年度

計画

県支出金

9,884

-99.8%

7,488

街区

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 28

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
28一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

住居表示実施

0.96

街区表示板取替え

指標名及び達成状況

単位 地区

街区表示板取替え枚数

成
果
指
標

住居表示実施面積

単位 k㎡

単位 枚

事業進捗管理シート

住居表示事業（東和歌山第一地区・第二地区）
事業区分(1)

事業経費

その他

良好な市街地の形成

自然環境と都市基盤が調和した快適なまち

その他

款

事業種別

既成市街地の整備

事業区分(2)
自治事務

適正な土地利用の推進

都市計画費

目 住居表示整備費

一般会計

土木費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

住居表示事業事項

事業期間 ～ 大事業

項

住居表示整備事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

住居表示に関する法律

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
　和歌山市においては昭和４３年から住居表示を順次実施し、近年では平成２１年度に東和歌山第
一地区（太田及び黒田地区の一部）で実施した。
　実施済みの区域における住居番号の付定及び証明等発行事務を行う。
　平成２３年度は、老朽化した街区表示板を取り替えるため、街区表示板取替え業務委託を行っ
た。

　住居表示に関する法律（昭和３７年法律第１１９号）に基づ
き住居表示の実施を行い町界を整理し、建物に整然と番号を振
ることで、住所を分かりやすくすることを目的とする。

都市整備課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


